
農業委員会事務局　平成３０年度　局運営方針（案）
１．主な現状と課題

都市農業の振興を図るためには、農地の多面的機能を活かしつつ、農地の適正で

効率的な利用が必要ですが、農業者の高齢化や担い手不足から、今後、農地の適正

利用が困難となることが懸念されます。

このため、農業委員会は、農地利用の最適化（担い手への農地利用の集積・集約

化、遊休農地の発生防止・解消、新規参入の促進）の推進に取り組む必要がありま

す。

（２）農地の効率的な利用の促進
農地の適正かつ効率的な利用を促進するため、農業経営基盤強化促進法による

利用権の設定等を活用して担い手への農地の集積・集約化を図る必要があります。

（１）認定農業者等の担い手の確保
農家数が減少する中で、効率的かつ安定的な農業を目指す担い手の確保と新規就

農者の参入を促進していく必要があります。
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２．基本方針・区分別主要事業

（１）農地法等の法令業務を適正に執行し、農地の保全を図ります。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

№ 区分 事業名 30年度 29年度 説明

1 農業委員会運営事業 33,754 35,723 総会等の開催、農業委員会全体の運営に関す

〔農業振興課〕 (26,755) (27,766) る活動及び情報の発信等

2 農地利用調整事業 2,720 6,372 農地の権利移動及び転用許可等の事務

〔農地調整課〕 (1,983) (5,645)

（２）農業委員と農地利用最適化推進委員の活動を通して、農地利用の最適化の推進に努めます。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

№ 区分 事業名 30年度 29年度 説明

3 農地利用最適化推進事業 15,553 11,422 農地利用の最適化（担い手への農地利用の集

〔農業振興課〕 (12,879) (10,853) 積・集約化、遊休農地の発生防止・解消、新

規参入の促進）の推進

農地法等の法令業務を適正に執行し、農地の保全を図るとともに、農業委員と農地利用
最適化推進委員の連携による調査等の活動を通して、農地の適正管理や効率的な利用等を
促し、農地利用の最適化を推進します。

〔区分〕 新規 … 新規事業　　拡大 … 拡大事業　　総振 … 総合振興計画後期基本計画次期実施計画事業
 倍増 … しあわせ倍増プラン２０１７事業　　成長 … 成長加速化戦略事業　　創生 … まち・ひと・しごと創生総合戦略事業
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 143 16款

18款

-

＜主な事業＞

１ 33,021

２ 733

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 143 18款

-

＜主な事業＞

１ 1,844 [参考]

２ 1,413

３ 12,296

局/部/課 農業委員会事務局/農業振興課

款/項/目 6款 農林水産業費/1項 農業費/1目 農業委員会費 使用料及び手数料 18

＜事業の目的・内容＞ 県支出金 6,981

事務事業名 農業委員会運営事業 予算額 33,754

＜特記事項＞

 農地等の利用の最適化の推進に係る予算を、農地利用最適化推進事業に移管し
ました。

前年度予算額 35,723

増減 △ 1,969 

 農業委員会等に関する法律及び農地法その他の法令に基づき、農業委員会の運
営及び活動に関する事務を行います。

一般財源 26,755

広報誌の発行
 農業に関する法律・施策等の情報や農業委員会の活動
などを掲載した「農業委員会だより」を発行します。

農業委員会の運営
 農業委員会の事業計画及び農地法等の法令業務等を審
議するため総会等を開催するなど、農業委員会の運営に
係る事務を行います。

局/部/課 農業委員会事務局/農業振興課

款/項/目 6款 農林水産業費/1項 農業費/1目 農業委員会費 県支出金 2,674

事務事業名 農地利用最適化推進事業 予算額 15,553

＜事業の目的・内容＞ 一般財源 12,879

 農地等の利用の最適化の推進として、担い手への農地利用の集積・集約化、遊
休農地の発生防止・解消、新規参入の促進に係る事務を行います。

＜特記事項＞

 農地等の利用の最適化の推進に係る予算を、農業委員会運営事業から移管しま
した。

前年度予算額 11,422

増減 4,131 

農地台帳の作成と管理
 農地に関する情報の収集・整理・提供を目的に農地台
帳の作成及び管理を行います。

農地情報システムの管理

農地等の利用の最適化の推進
 農地の利用状況調査や利用意向調査等を実施します。

 農地の情報を管理する農地・農家台帳システムの運用
及び保守を行います。

農地の利用状況調査
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（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 143 23款

-

＜主な事業＞

１ 448

（一般会計） （単位：千円）

〔財源内訳〕

予算書Ｐ. 143 16款

18款

-

＜主な事業＞

１ 2,113 [参考]

２ 94

３ 513

局/部/課 農業委員会事務局/農業振興課

款/項/目 6款 農林水産業費/1項 農業費/1目 農業委員会費 諸収入 439

事務事業名 農業者年金業務事業 予算額 448

＜事業の目的・内容＞ 一般財源 9

 独立行政法人農業者年金基金法に基づき、農業者年金事務を行います。

前年度予算額 500

増減 △ 52 

農業者年金の加入促進
 農業者年金制度の周知、相談等を行い、加入促進を図
ります。

局/部/課 農業委員会事務局/農地調整課

款/項/目 6款 農林水産業費/1項 農業費/1目 農業委員会費 使用料及び手数料 225

事務事業名 農地利用調整事業 予算額 2,720

＜事業の目的・内容＞ 県支出金 512

 耕作者の地位の安定と農業生産の増大を図るため、農地法その他の法令に基づ
き、農地の権利移動及び転用に係る審査事務等を行います。

一般財源 1,983

前年度予算額 6,372

増減 △ 3,652 

 未貸付農地の除草を行うなど国有農地の適正管理に努
めます。

贈与税及び相続税の納税猶予の証明事務
 贈与税及び相続税の納税猶予に係る証明事務を行いま
す。

国有農地管理

農地法による農地転用等に係る事務
 農地法に基づく農地の権利移動及び転用に係る審査事
務等を行います。

現地調査
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